
Ⅱ 主要施策の推進目標と推進方策 

 

１ 園芸 

 

〈 達成指標 〉 

項目 
現状 

（平成２８年度） 

目標 

（平成３３年度） 

園芸産出額 1) 
５９ 億円 

（平成２７年） 
６４ 億円 

集出荷貯蔵施設の整備件数 2) －    １ 件  

日本なしの改植面積 2)3) －    ７ ｈａ 

※ 1) 「平成２７年市町村別農業産出額（推計）」（農林水産省）を基に、１０パーセ

ントの増加を目指します。 

  2) 対象期間（平成３０年度～３３年度）中の整備件数又は改植面積です。 

  3) 「２０１５年農林業センサス結果」における栽培面積を基に、「千葉県農林水産

業振興計画」の比率により案分しました。 

 

〈 現状認識 〉 

長生地域は、県内でも有数の園芸産地ですが、生産者の高齢化や担い手の

不足等により、栽培面積は減少傾向にあります。 

また、近年では、需要の変化に柔軟に対応し得る産地づくりが求められて

います。 

そのため、生産施設の改修や養液栽培への転換、作業の機械化等により経

営の改善を図るとともに、ＪＡグリーンウェーブ長生での品質センサーによ

る選果等を通じて高品質野菜の出荷に努め、一層の有利販売につなげていま

す。 

 

〈 主な取組 〉 

(1) 施設園芸産地の維持強化 

ア 推進目標 

ＪＡグリーンウェーブ長生における集選果施設の機能向上を図ること

により、トマトやメロンなどの品質の向上と出荷規格の統一を図り、契

約販売数の増加等、販売力の強化を推進します。 
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また、関係産地との緊密な連携の下にＪＡグリーンウェーブ長生を核

とした産地の生産体制を強化するため、生産技術の改善や経営管理技術

の向上を図って安全・安心な野菜生産に努めるとともに、消費者ニーズ

に的確に対応した品種、品目の導入を推進します。 

さらに、既存施設の改修等、生産基盤の整備を支援することにより、

施設園芸産地の維持強化を図ります。 

一部のトマト栽培において取組実績のある統合環境制御技術をはじめ

とした新技術の導入を支援します。 

イ 推進方策 

① 意欲ある生産者が行う規模拡大や品質向上のための園芸用施設整備

への支援 

② 多様な販路に対応した生産体制の強化支援 

③ 既存施設の改修等への支援 

(2) 露地野菜産地の維持強化 

ア 推進目標 

露地野菜は、生産者の高齢化や後継者の不足等により生産量が減少し

ています。 

そのため、関係産地との緊密な連携の下、産地を支える担い手の確保

や生産性向上技術の導入等により、安定した生産量の確保と品質の向上

を図ります。 

ねぎについては、省力化機械の導入等により、品質の向上と出荷量の

増大を図り、産地の維持発展を図ります。 

たまねぎについては、選果選別を強化して品質の向上を図るとともに、

契約販売を拡大させて、産地の維持発展を図ります。 

イ 推進方策 

① 省力化を目指した施設・機械の導入普及の支援 

② 計画的な生産と販路の拡大による販売の促進 

(3) 果樹産地の維持強化 

ア 推進目標 

日本なしについては、老木化や生産者の高齢化、後継者の不足等によ

り、生産量が減少しています。 

そのため、担い手を育成するとともに改植を推進し、生産量の維持を

図ります。 

また、品質を向上させて、有利販売と経営安定につなげます。 

いちじくについては、生産者の技術向上を図り、産地の活性化を推進
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します。 

イ 推進方策 

① 日本なしの改植の推進と優良品種導入の検討 

② 担い手の育成 

③ いちじく栽培の生産技術向上と産地づくりの支援 

(4) 花き産地の維持強化 

ア 推進目標 

  研修会やほ場検討会を開催して、生産者の技術向上による高品質花き

の生産を推進します。 

また、商談会等の開催を支援して、新規顧客の獲得や消費者ニーズの

把握を進めるとともに、小売り販売におけるピーアール活動を行うこと

で、一層の有利販売につなげます。 

イ 推進方策 

① 施設花きの経営安定への支援 

② 既存施設の改修等への支援 
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２ 農産 

 

〈 達成指標 〉 

項目 
現状 

（平成２８年度） 

目標 

（平成３３年度） 

新規需要米等の作付面積 1) ５７２ ｈａ ７００ ｈａ 

※ 1) 「千葉県水田フル活用ビジョン」における作物ごとの作付予定面積によりました。 

 

〈 現状認識 〉 

長生地域においては、稲作経営体１戸当たりの平均耕地面積が１．３ヘク

タールと零細な上、家庭における米消費量の減少や過剰作付けに伴う長期的

な米価の下落、農薬や肥料等の生産資材の高騰によって、水稲の１０アール

当たり所得（県平均）は１０年前の約５０パーセントとなっており、水田農

業経営は厳しい状況にあります。 

現在、水田農業経営を安定化するために、水田フル活用による主食用品種

及び多収品種による飼料用米の栽培が全市町村に、さらには、ＷＣＳ用稲の

栽培が一宮町を除く全市町村に拡大しています。また、米粉用米の栽培が茂

原市、睦沢町及び長南町で行われています。 

睦沢町と長生村においては、ＷＣＳ用稲の団地化による取組が行われ、睦

沢町と長南町において、ブロックローテーションによる麦・大豆の集団転作

の取組が行われています。 

国の米政策については、平成３０年産米から行政による生産数量目標等の

配分が行われなくなり、国が公表する需給見通し等を踏まえながら、生産者

や集荷業者、関係団体が一体となって需要に応じた米生産を行うこととなっ

ています。 

このため、水田の活用方法、推進方針等を内容とする「水田フル活用ビジ

ョン」を策定し、各機関・団体等がビジョンの実現に向けて取り組んでいく

ことが重要です。 

また、地域農業の中心となり得る担い手に対しては、農地中間管理事業を

活用するなどして農地の利用集積を図り、規模拡大による効率的な営農を推

進することが重要です。 

 

〈 主な取組 〉 

(1) 水田フル活用による水田農業経営の確立 
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ア 推進目標 

水田フル活用を目指し、需要に応じた米生産を進めるとともに、効率

的な土地利用による麦・大豆等の作付けや新規需要米等の非主食米、と

りわけ飼料用米の作付拡大を重点とした取組を着実に推進することとし

ます。 

イ 推進方策 

① 需要に応じた米生産が行えるような体制の整備 

② 経営所得安定対策等の推進 

③ 農地中間管理事業等を活用した経営規模の拡大推進 

④ 新規需要米等の生産拡大による水田のフル活用 

⑤ 生産性の高い栽培技術による麦、大豆の生産振興 

 (2) 水稲種子の安定供給 

ア 推進目標 

主要な農作物である水稲について、混種防止対策の徹底を推進すると

ともに、栽培講習会や現地指導会の開催を通じて種子生産者の意識向上

を図るなど、種子生産体制を強化し、優良種子の安定供給を図ります。 

イ 推進方策 

① 健全で優良な水稲種子の安定生産体制の整備 
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３ 畜産 

 

〈 達成指標 〉 

項目 
現状 

（平成２８年度） 

目標 

（平成３３年度） 

乳牛１頭当たりの乳量 1) ８，４３０kg/年 ８，６３０kg/年 

飼料用米の地域内流通量 2) ４１ ｔ  ２０１ ｔ  

 ※ 1) 長生地域の当該年度出荷乳量を当該年度経産牛飼養頭数で除して算出しました。 

    年間４０キログラムの増加を目標としました。 

  2) 畜産課調べによりました。現状の５倍の流通量を目標としました。 

 

〈 現状認識 〉 

長生地域においては、酪農が最も多く、平成２９年４月現在、戸数３５戸、

飼養頭数１，２８８頭となっていますが、近年では、担い手の高齢化などに

よって戸数、飼養頭数ともに減少傾向にあり、経営基盤の強化が喫緊の課題

です。 

自給飼料については、酪農家自らが飼料用とうもろこしやソルガムなどの

作付けに取り組んでいるほか、作業受託組織を中心にＷＣＳ用稲の収穫作業

が行われ地域の酪農家に供給されるなど、生産は拡大しています。 

しかしながら、依然として飼料の多くは輸入に頼っている現状にあるため、

引き続き自給飼料の生産と利用の拡大に取り組んでいく必要があります。 

  なお、肉用牛は３戸、養豚は企業を含め３経営体、養鶏は５戸となってい

ます。 

 

〈 主な取組 〉 

(1) 畜産経営の安定と自給飼料の生産拡大 

ア 推進目標 

酪農については、牛群検定の推進や性判別精液・受精卵移植を活用し

た優良後継牛の確保により、乳牛の生産性を向上させるとともに、自給

飼料の生産拡大や耕畜連携による国産飼料資源を確保することにより、

酪農経営の持続的発展を目指します。 

また、地域の畜産の中核となる担い手を育成するため、経営改善に積

極的に取り組む生産者に対して、施設整備や機械導入等の補助事業の活
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用を通じて経営規模の拡大を支援します。 

イ 推進方策 

① 自給飼料の生産拡大による経営の安定 

② 水田を活用した耕畜連携による自給飼料の生産拡大 

③ 牛群検定の推進 

④ 性判別精液・受精卵の利用による優良後継牛の確保 

(2) 家畜伝染病に対する防疫体制の強化 

  ア 推進目標 

    急性悪性伝染病の発生に備え、家畜保健衛生所及び市町村と連携して  

地域の危機管理体制を強化するとともに、畜産農家に対して家畜飼養衛

生基準の遵守を指導します。 

イ 推進方策 

① 急性悪性伝染病に対する危機管理体制の強化 
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４ 森林・林業 

 

〈 達成指標 〉 

項目 
現状 

（平成２８年度） 

目標 

（平成３３年度） 

森林整備面積 1) ５１ ｈａ ８４ ｈａ 

企業団体等による 

森林整備面積 2) 
６．９６ ｈａ ７．３１ ｈａ 

海岸県有保安林の整備面積 3) １２ ｈａ ６２ ｈａ 

※ 1) 単年度面積です。６５パーセントの増加を目指します。 

2) 累計面積です。年間１パーセントの増加を目指します。 

  3) 累計面積です。５０ヘクタールの増加を目指します。 

 

〈 現状認識 〉 

平成２８年度現在の長生地域の森林面積は８，８６１ヘクタール、林野率

は２７．１パーセントで、県平均の林野率３０．５パーセントを下回ってい

ます。そのうち、人工林の面積は２，３６７ヘクタールで、その割合は 

２６．７パーセントとなっており、県平均の３９．０パーセントを下回って

います。 

長生地域の森林資源は、多くの人工林が本格的な利用期を迎えており、森

林資源を循環利用しながら森林整備を進めることが重要な課題となっていま

す。一方で、森林所有者の高齢化や相続による世代交代に加え、所有者の特

定が困難な森林が増加し、将来管理が困難な森林が増加することが懸念され

ています。今後は、市町村と連携しながら森林の適正な管理を推進し、森林

資源の循環利用による森林の多面的機能の発揮を図ることが一層重要となり

ます。 

また、海岸保安林については、津波被害を受けた九十九里地区における津

波を防護するための砂丘造成を完了しましたが、松くい虫被害などにより疎

林化した松林が広範囲に及んでいるため、引き続き森林整備を推進すること

が重要となっています。 

 

〈 主な取組 〉 

 (1) 森林資源の循環利用による森林機能の維持増進 
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ア 推進目標 

     森林の有する多面的機能を高度に発揮させるための適正な森林整備

を促進するため、計画的な森林整備を行う林業事業体や森林所有者に

対する技術指導や情報提供を行うとともに、森林経営計画による管理

が困難な森林については、市町村と連携した新たな森林整備の取組を

推進します。 

また、作業路の整備や地域に適合した簡易な集材・搬出方法の普及

による森林整備の低コスト化の促進等を図るとともに、需要に応じた

地域木材の安定供給体制の構築と住宅や公共建築物等への木材需要拡

大により、地域木材の利用を促進します。 

さらに、東京オリンピック・パラリンピックを契機に、木材の特徴

と木材利用の意義※を地域内外にＰＲします。 

 

※ 木材は、柔らかく温かみのある感触を有し、室内の湿度変化を緩和させ、 

快適性を高める等の優れた性質を備えています。 

 

イ 推進方策 

① 計画的な森林整備事業の推進 

② 森林整備の技術指導及び情報提供 

③ 林業技術研修会の開催 

④ 地域木材の利用促進 

 (2) 災害に強い森林づくりの推進 

ア 推進目標 

    林地の崩壊や土砂の流出による災害の発生を防止するため、山地治山

対策を推進するとともに、保安林については、公益的機能を高度に発揮

させるための適切な森林整備を実施します。 

    また、飛砂・潮害や津波などの災害から県民生活を守るため、病害虫

に強い抵抗力を持つクロマツや広葉樹の植栽等により、自然災害に強い

海岸県有保安林の再生・整備を行います。 

イ 推進方策 

① 山地治山事業の実施 

② 保安林整備事業の実施 

③ 優良種苗の生産・確保 

④ 海岸県有保安林の再生・整備 

 (3) 多様な人々の参画による森林整備活動の促進と森林の利用 
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ア 推進目標 

    里山の保全や津波被害を受けた海岸県有保安林の再生を図るため、地

域住民や企業・市民活動団体等による森林整備活動を促進します。 

    また、児童生徒や一般県民への森林・林業教育の推進を図るため、県

が認定した「教育の森」について、里山活動団体や教育機関と連携して

利用を促進します。 

イ 推進方策 

① 森林整備活動の促進 

② 「法人の森協定」の締結の推進 

   ③ 森林・林業教育活動への支援 

(4) 環境に配慮した健全な森林の保全 

ア 推進目標 

    森林吸収源対策としての間伐を推進し、主伐後の再造林を促進すると

ともに、森林の有する多面的機能を発揮させるため、松くい虫防除の徹

底及びサンブスギの非赤枯性溝腐病やスギカミキリの被害対策を推進し

ます。 

また、放置竹林は、イノシシ等の鳥獣害を誘発する一因となることか

ら、竹林拡大防止のための伐採を推進します。 

    さらに、森林の有する公益的機能の維持を図るため、開発行為におけ

る確実な緑化の実施など林地開発行為の適正な履行を確保します。 

イ 推進方策 

① 森林吸収源対策としての間伐の促進 

② 松くい虫防除事業の徹底 

③ 森林病害虫の被害対策の推進 

④ 竹林拡大の防止 

⑤ 林地利用の適正化 
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５ 販売促進と地域振興 

 

〈 達成指標 〉 

項目 
現状 

（平成２８年度） 

目標 

（平成３３年度） 

直売所における年間購入者数 1) １，０４７ 千人 １，２００ 千人  

６次産業化による 

特産品等の開発件数 2) 
５ 件 3)  ９ 件  

※ 1) 直売所における年間購入者数は、年間３万人の増加を目指します。 

2) ６次産業化による特産品の開発は、年１件の増加を目指します。 

3) 農業経営多角化支援事業を活用し、これまでに「弁当等」（長南町）、「いちご大 

福」（一宮町）、「キムチ」（茂原市）、「イチゴジャム・スムージー」（茂原市）、「そ 

ば粉」（長生村）を開発しました。 

 

〈 現状認識 〉 

長生地域における農林畜産物の生産は、米・園芸作物・畜産等、多様に展

開されています。また、これらの販売は、米・トマト・ねぎ・たまねぎ・葉

たまねぎ・サラダ菜・メロンや日本なしなどが、長生農業協同組合を通じて、

一元集荷・共同販売が行われ、個人や生産者グループは、食品流通業者等と

の契約栽培、地方青果市場や直売所への出荷など多様な取組が行われていま

す。 

  また、長生地域には、都市と農山漁村との交流の場となる特色のある自然  

環境、観光施設・体験農園、宿泊施設、農産物直売所等、多くの地域資源が

あります。 

  これらの地域資源は、農林業の理解を深める交流拠点であるとともに、  

６次産業化に取り組む生産者の重要な販売拠点として、地域の農林業の活性

化や農林業者の所得向上が期待されています。 

  また、平成３２年に開催される東京オリンピック・パラリンピックは、地

域産農林産物の販路を拡大する絶好の機会となり得るものです。長生地域の

多彩な魅力を活用することで、販売力の向上やブランド化の推進が期待され

ます。 

 

〈 主な取組 〉 

(1) 長生地域産農林産物の販売促進 
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ア 推進目標 

市町村、長生農業協同組合、農産物直売所等と連携し、各市町村の産

業まつりや県主催のイベントなどを通じて長生地域産の農林畜産物の販

売促進活動を支援することにより、地域住民に加え、首都圏の消費者、

実需者等の長生地域産の農林畜産物に対する認知度向上を目指します。 

イ 推進方策 

① 市町村、長生農業協同組合、農産物直売所等との連携による地産地

消の推進 

② 消費者等の認知度向上のためのプロモーション活動の実施 

(2) 農産物直売所等の活動支援 

ア 推進目標 

長生地域には、都市と農山漁村との交流の場となる特色のある自然環

境や観光施設・体験農園、宿泊施設、農産物直売所、地域が育んできた

伝統文化イベント等、多くの地域資源があります。 

  そこで、これら長生地域の魅力を都市住民等へ積極的にＰＲするため、

メディア媒体等を通じた情報発信を行うとともに、顧客の受入れ体制を

支援することにより、農産物直売所等の集客力アップにつなげます。 

イ 推進方策 

① 農産物直売所や農林業体験施設等の情報発信 

② 農産物直売所や農林業体験施設等の受入体制の整備 

(3) ６次産業化等の推進 

ア 推進目標 

    ６次産業化や農商工連携等の取組の推進は、農山漁村の所得向上や雇

用の拡大につながり、地域の活性化のための重要な施策となっています。 

  国は、地域活性化の観点から６次産業化に対する支援制度を充実させ

ており、これを受けて、県は「千葉県６次産業化・地産地消推進協議会」

を設置し、関係機関一体となった推進体制を構築することとしています。 

  そこで、地域では、６次産業化の取組拡大に必要な加工・販売施設の  

整備や販路確保等を支援することにより、地域農林畜産物を使った特産

品等の開発を促進します。 

イ 推進方策 

① 市町村や長生農業協同組合等と連携した推進体制の構築 

② ６次産業化による新たな特産品等の開発支援 

(4) がんばる元気な地域づくりの推進 

ア 推進目標 
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    がんばる元気な地域づくりを推進するためには、若手農業者や女性農

業者の活躍が重要です。 

    これらの農業者が主体的に行動を起こし、企業的経営体や６次産業化

への取組を推進し、地域の中核的な担い手に育成することにより、地域

の活性化を目指します。 

    また、多様な担い手の一つである企業の農業参入も、地域活性化の効

果が期待されていることから、関係機関と連携して相談に応じるととも

に、参入後の営農活動への支援を通じて元気な地域づくりを推進します。 

イ 推進方策 

① 若手農業者、女性農業者の育成確保 

② 直売所向けの新品目導入及び農産加工品の開発支援 

③ 企業等の農業参入への相談対応と参入後の活動支援 

(5) 食育による「農」への理解の推進 

ア 推進目標 

    「長生地域食育推進連絡会議」を構成する健康、教育、農林水産業な

ど幅広い分野の関係者と連携して、地域全体の食育活動を展開するとと

もに、食育の実践を地域に根ざしたものとするため、市町村ごとに策定

された食育推進計画の推進を支援します。 

    また、食育ボランティアや食育サポート企業の協力を得ながら、食育

の実践を通じて地域農林業への理解と愛着を深め、学校給食への地元農

林産物の利用拡大を図ります。 

イ 推進方策 

① 「長生地域食育推進連絡会議」による食育事業の推進 

② 市町村食育推進計画への支援 

③ 食育ボランティアや食育サポート企業の食育活動への支援 

④ 食育活動を通じた学校給食への地元農畜産物の利用促進 
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６ 食の安全・安心と環境にやさしい農業 

 

〈 達成指標 〉 

項目 
現状 

（平成２８年度） 

目標 

（平成３３年度） 

ＧＡＰ認証数 1) ０ 件  ５ 件  

放射性物質のモニタリング検査 
計画に基づく適正な

検査の実施と公表 

計画に基づく適正な

検査の実施と公表 

※ 1) 国際水準ＧＡＰ及び「ちばＧＡＰ」等の５件の認証を目指します。 

 

〈 現状認識 〉 

安全で安心な農林産物を安定的に供給するため、農薬の適正な使用や管理

等について、農薬取扱者に対して情報の周知や確認検査を行うとともに、消

費者が食品を購入する際の的確な情報提供を確保するため、「食品表示法」に

基づく食品の適正な品質表示や、「米トレーサビリティ法」に基づく米及び米

加工品の産地情報の伝達等について、事業者等に対して啓発指導を実施して

います。 

平成２３年３月に発生した東京電力福島第一原子力発電所事故により放射

性物質が飛散し、一部で県産農林産物の出荷制限等が継続しており、安全な

県産農林産物の供給を確保する観点から、放射性物質モニタリング検査を実

施しています。 

  また、長生地域農林業の持続的な発展に向け、生産性の向上を図りつつ、

環境への負荷を少なくし、消費者の求める新鮮で安全・安心な農産物を供給

するため、県独自の制度である「ちばエコ農業」や持続農業法に基づくエコ

ファーマーの拡大等、環境にやさしい農業を推進しています。 

  また、平成３２年に開催される東京オリンピック・パラリンピックでは、

同組織委員会から農林産物の食材調達基準が示され、ＧＬＯＢＡＬＧ．Ａ．

Ｐ．などの第三者認証が求められています。これらの需要に合った農林産物

を提供することは、農林業の一層の発展につながるものと期待されます。 

 

〈 主な取組 〉 

(1) 生産者と消費者で築く食の安全・安心 

ア 推進目標 

安全で安心な農林産物を供給するため、農薬の適正使用のための研修
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会の開催や農薬取扱者への立入検査・指導等を実施します。 

  また、「食品表示法」に基づく品質表示の適正化を図るため、食品販売

店等を対象に定期的な巡回指導を実施するとともに、米及び米加工品の

適正な流通を確保するため、関係機関等と連携して米穀事業者を対象に

巡回調査等を実施します。 

  農林産物の生産工程を適切に管理して、消費者や市場の信頼を確保す

るとともに、東京オリンピック・パラリンピックの農産物調達基準へ対

応するため、ＧＡＰの取組を推進します。 

イ 推進方策 

① 農薬の安全使用の推進 

② 食品表示法に基づく品質表示の適正化の推進 

③ 米トレーサビリティ法に基づく米穀等取引の適正化の推進 

④ ＧＡＰの取組推進 

(2) 農林産物の放射性物質への対応 

ア 推進目標 

長生地域産農林産物の安全性を確認し、適正な流通を図るため、定期

的にモニタリング検査を継続して実施します。 

また、モニタリング検査の結果を速やかに公表し、風評被害の防止に

努めます。 

イ 推進方策 

①  放射性物質のモニタリング検査と検査結果の迅速な公表 

(3) 環境にやさしい農業の推進 

ア 推進目標 

環境への負荷を軽減して持続可能な農業を展開するため、土づくりを

基本とし化学合成農薬や化学肥料の使用を減らした生産技術の普及を図

るとともに、「ちばエコ農業」やエコファーマーの取組を進め、環境にや

さしい農業を推進します。 

また、家畜排せつ物を原料とする家畜ふん堆肥の利用を拡大するため、

地域内の耕畜連携の取組を支援します。 

イ 推進方策 

① 環境にやさしい生産技術の普及 

② 「ちばエコ農業」及びエコファーマーの取組推進 

③ 耕畜連携による家畜ふん堆肥の利用拡大支援 
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７ 担い手育成 

 

〈 達成指標 〉 

項目 
現状 

（平成２８年度） 

目標 

（平成３３年度） 

認定農業者数 1) ２９０ 人  ３１０ 人  

新規就農者数 2) ２１人/年 ２５人/年 

集落営農組織数 3) １２２ 組織 １３０ 組織 

家族経営協定締結数 4) １１０ 協定 １２４ 協定 

※ 1) 「担い手及びその農地利用の実態に関する調査」に基づき、年間４人の増加を目 

指します。 

  2) 「新規就農実態調査」に基づき、年間２５人程度の増加を目指します。 

  3) 「集落営農実態調査」に基づき、年間２組織程度の増加を目指します。 

4) 「長生地域農山漁村いきいき指標（第Ⅳ期）」に基づき、年間３協定程度の増加 

を目指します。 

 

〈 現状認識 〉 

長生地域農林業の核となるべき認定農業者は、平成２８年度末で２９０人

（うち法人３３組織）であり、年々増加しています。「２０１５年農林業セン

サス」によると、長生地域の販売農家における主業農家は、５２２戸と前回

（２０１０年）から２７．９パーセント減少しています。 

また、ふだん仕事として主に農業に従事している基幹的農業従事者のうち

６５歳以上が、全体の７２．５パーセントを占め、高齢化がより一層進んで

います。 

一方で、経営耕地面積が５ヘクタール以上の販売農家は１５１戸で、前回

から７．８パーセント増えており、経営規模を拡大している農家が増えてい

ます。 

長生地域における集落営農組織は、１２２組織であり、睦沢町、長南町等

において新たな集落営農組織の設立がみられます。 

 

〈 主な取組 〉 

(1) 優れた経営体の育成 
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ア 推進目標 

  地域農業の担い手である認定農業者や「人・農地プラン」における中

心となる経営体に対して、農地中間管理事業等を活用して農地の利用集

積を進め経営基盤の一層の強化を図るとともに、スマート農業を推進す

るなどして個々の経営課題に応じた改善支援を行います。 

また、経営状況に応じて経営の多角化や法人化などを推進するととも

に、農業士・指導農業士などの組織活動に誘導しながら担い手育成を図

ります。 

女性の経営参画については、研修会や組織活動の支援、家族経営協定

の推進により役割分担を明確にし、女性の担い手を育成します。 

イ 推進方策 

① 農地の利用集積による経営基盤の強化 

② 経営の発展段階に応じた栽培・経営技術の支援 

③ 認定農業者等意欲ある農業経営体への経営確立支援 

④ 家族経営協定の締結促進 

⑤ 個別経営体・組織経営体の法人化支援 

⑥ 農業士・指導農業士への推薦促進 

(2) 新規就農者等の育成確保 

ア 推進目標 

新規就農者は、農家の後継者に加えて「農業次世代人材投資事業」や

「農の雇用事業」等により農業外から農業への参入者や定年帰農世代の

就農が増加しています。長生地域の農業を持続的に発展させていくため

に、新規就農者を含めた多様な担い手の地域への定着を図る必要があり

ます。 

そのため、「新規就農相談センター」を活用し、市町村、市町村農業委

員会及び長生農業協同組合や指導農業士等と連携して、定年帰農者や新

規参入者を含めた多様な新規就農者に対して経営、技術、融資、就農地

等に関する相談や支援活動に当たります。 

    また、企業等の農業参入についても、担い手の一つと位置付けて推進

します。 

イ 推進方策 

① 新規就農支援 

② 青年等就農資金や農業次世代人材投資事業の活用支援 

③ 就農農地の確保等に対する支援 

④ 新規就農青年の把握と研修参加の呼びかけ 
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⑤ 農業経営体育成セミナー等による青年農業者の育成 

⑥ いきいき帰農者セミナー等による定年帰農者の就農支援 

(3) 集落営農の推進 

ア 推進目標 

地域農業の担い手として、農業生産に共同で取り組む集落営農組織の

育成を支援するとともに、集落ぐるみでの農地等の保全活動を推進しま

す。 

地域資源である農地や水を守ってきた集落機能が低下する中で、集落

全体で地域を守るため、農地の保全や活用について、土地持ち非農家や

非農家をも含めた合意形成を進め、地域の実情に即した集落営農を推進

します。 

イ 推進方策 

① 集落住民の合意形成の促進 

② 必要に応じた法人化の支援 

③ 多面的機能支払交付金を活用した支援 
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８ 農業生産基盤整備等の推進 

 

〈 達成指標 〉 

項目 
現状 

（平成２９年度） 

目標 

（平成３３年度） 

基幹水利施設の機能診断 

及び機能保全計画策定数 1) 
５ か所 ７ か所 

基幹水利施設の 

更新整備か所数 2) 
１ か所 ３ か所 

多面的機能保全活動組織数 3) ６８ 組織 ７５ 組織 

※ 1) 国営県営事業で造成した基幹水利施設を対象としました。対象期間中に２か所の

機能診断及び計画策定を目指します。 

  2) 国営県営事業で造成した基幹水利施設を対象としました。対象期間中に２か所の

更新整備を目指します。 

3) 多面的機能支払交付金の交付組織を対象としました。対象期間中に７組織の増加 

を目指します。 

 

〈 現状認識 〉 

  安定した農業生産を実現するため、多くの農業水利施設により用水を供給

し、大雨時には湛水の軽減を図っています。しかし、これらの施設は老朽化

が進み、基幹水利施設７９施設の約８割が耐用年数を超えており、施設の維

持管理費用が増大し、突発的な故障も発生しています。また、地盤沈下の進

行により、排水能力が低下している地域もあります。 

  このため、安定した農業生産を営むためには、既存農業水利施設の機能保

全を図る必要があります。 

  また、農家数の減少や集落機能の低下により、農地、農業用施設、景観な

どの保全活動が低下し、農村地域の多面的機能が低下しています。 

  このため、多様な人々が参画する地域共同活動を推進する必要があります。 

さらに、農家の高齢化により、担い手の農地利用集積が進んでいる集落で

は、農地中間管理機構と連携して、農業経営の効率化を図る農業生産基盤整

備を推進する必要があります。 

 

〈 主な取組 〉 

 (1) 農業水利施設の機能保全 
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  ア 推進目標 

老朽化が進んでいる農業水利施設の機能診断を行い、施設の健全度を

把握し、将来にわたって施設機能を保全するため、補修と更新整備によ

る機能保全計画を策定します。 

また、地盤沈下により用排水の機能が低下した施設については、安定

した農業生産を図る上で必要な機能強化を行います。 

イ 推進方策 

① 農業水利施設の機能診断及び機能保全計画の策定 

② 農業水利施設の更新整備の実施 

(2) 地域環境の保全・整備 

  ア 推進目標 

農村地域の多面的機能を発揮するため、農業者等が行う農地・農業用

施設の保全活動を支援します。 

また、農村地域の生活環境の保全を図る農業集落排水施設の機能保全

を推進します。 

さらに、農地中間管理機構と連携して、農業経営の効率化を図る農業

生産基盤整備を推進します。 

  イ 推進方策 

① 多面的機能支払交付金を活用した地域共同活動への支援 

② 農業集落排水施設の機能保全への支援 

③ 農地中間管理機構関連農地整備事業の実施 
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９ 耕作放棄地・有害鳥獣対策 

 

〈 達成指標 〉 

項目 
現状 

（平成２８年度） 

目標 

（平成３３年度） 

農用地区域内における 

荒廃農地の解消面積 1) 
６．４ ｈａ ８４．０ ｈａ 

農作物被害額 2) ２４，１９８ 千円 １９，４００ 千円 

※ 1) 国の「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」における長生地域の解消面積に 

ついて、平成３０年度から３３年度の４か年の累計値８４ヘクタールを目指しま

す。 

なお、現状（平成２８年度）の６．４ヘクタールは、単年度の実績値です。 

   2) 「第２次千葉県第二種特定鳥獣管理計画（イノシシ）」の目標達成状況を参考

に、 

２０パーセント程度の被害軽減を目指します。 

 

〈 現状認識 〉 

山間谷津田など耕作条件が悪い農地は、生産者の減少・高齢化や後継者等

担い手の不足から、耕作放棄地となる場合が多く、再生利用もままならない

状況です。                                                                                                                                                                                                       

耕作放棄地の解消は、優良農地の保全等農業振興上はもとより、有害鳥

獣による被害の軽減や地域環境を改善する面からも重要です。 

有害鳥獣被害においては、近年野生イノシシによる被害が拡大しており、

平成２８年度の長生地域における農作物被害額は、２４，１９８千円となっ

ています。 

また、キョンやアライグマ等の特定外来生物の生息数も、年々増加の傾向

にあると推測されており、これら有害鳥獣による農作物被害の拡大が懸念さ

れています。 

 

〈 主な取組 〉 

(1) 耕作放棄地の再生・利用促進 

ア 推進目標 

地域ぐるみでの農地保全管理活動や再生活動、農地の基盤整備への支

援などを推進するとともに、農地中間管理事業を活用した担い手への農
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地集積を促進します。 

イ 推進方策 

① 市町村等が実施する再生活動への支援 

② 農地中間管理事業を活用した農地集積・基盤整備の推進 

③ 農業者や土地持ち非農家への啓発活動の促進 

(2) 有害鳥獣被害に対する防止対策の推進 

ア 推進目標 

地域住民及び関係機関が共通目標を持ち、防護柵の設置、捕獲だけで

なく、有害鳥獣の住みかとなり得る耕作放棄地の発生抑制・解消等の環

境整備の一体的な被害防止対策を推進します。 

イ 推進方策 

① 科学的手法に基づく総合的被害防止対策の推進 

② 耕作放棄地の解消支援 

③ 市町村環境担当部課等との連携をはじめ関係機関の連携強化による 

効果的対策の推進 

(3) 優良農地の確保保全 

ア 推進目標 

    優良な農地は、貴重な生産基盤であるとともに、優れた農村景観を形

成するものです。 

  農地の遊休化や違反転用は、集団的に利用されている周辺の優良農地

の農業生産環境の悪化を招く要因となります。 

  そのため、市町村農業委員会が行う農地法に基づく遊休農地対策を積

極的に支援します。 

  また、違反転用防止のため、市町村農業委員会をはじめとした各関係

機関との連携を密にし、違反の早期発見と是正措置を講じます。 

イ 推進方策 

① 市町村農業委員会が行う遊休農地対策への積極的な支援 

② 違反転用（違反開発）の早期発見と是正措置の実施 

③ 優良農地の確保を前提とした農地転用事案の厳正な審査 
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